
・議案第　　　 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第５号）

令 和 ４ 年 さ い た ま 市 議 会 ６ 月 定 例 会

補 正 予 算 議 案 の 概 要

１１０ 号

（ 追 加 提 出 ）





１ 補正予算の特徴

(１) 質や量を保った給食の提供が確保されるよう、学校や保育所等に

対し、食材の物価高騰分を支援します。
① 幼稚園就園奨励事業の一部(70,142千円)(Ｐ11)

② 認可外保育施設運営事業の一部(29,139千円)(Ｐ11)

③ 公立保育所管理運営事業(43,980千円)(Ｐ12)

④ 特定教育・保育施設等運営事業の一部(237,595千円)(Ｐ12)

⑤ 学校給食管理運営事業(338,977千円)(Ｐ15)

(２) 高齢者・障害者施設、保育所・幼稚園等に対し、事業継続に向け

た支援金を給付します。
① 障害者支援事業(109,810千円)(Ｐ8)

② 老人福祉施設運営補助事業(407,695千円)(Ｐ9)

③ 子育て支援推進事業(1,260千円)(Ｐ10)

④ 放課後児童健全育成事業(67,470千円)(Ｐ10)

⑤ 幼稚園就園奨励事業の一部(121,650千円)(Ｐ11)

⑥ 認可外保育施設運営事業の一部(41,370千円)(Ｐ11)

⑦ 特定教育・保育施設等運営事業の一部(173,805千円)(Ｐ12)

⑧ 社会的養育推進事業(4,700千円)(Ｐ13)

≪感染再拡大に備えた検査・医療体制の整備≫

(１) 高齢者・障害者施設での集団感染を防止するため、施設の従事者

等に対するＰＣＲ検査及び抗原検査を実施します。
① 自立支援給付等事業の一部(144,910千円)(Ｐ8)

② 老人福祉執行管理事業(560,805千円)(Ｐ9)

≪市民生活の下支えのための対策≫

(１) 生活困窮世帯に対し、就労による自立等を目的とした「新型コロ

ナウイルス感染症生活困窮者自立支援金」を引き続き支給します。
① 生活困窮者自立支援事業の一部(123,950千円)(Ｐ7)

(２) 離職等により経済的に困窮している方に対し、「住居確保給付金」

を引き続き支給します。
① 生活困窮者自立支援事業の一部(26,212千円)(Ｐ7)

(３) 就労継続支援Ｂ型事業所で働く障害者の減少した工賃分を引き続

き支援します。
① 自立支援給付等事業の一部(8,724千円)(Ｐ8)

２ コロナ禍における原油価格・物価高騰等への対策

１ 新型コロナウイルス感染症への対応
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(３) 厳しい事業環境にある市内の地域公共交通事業者に対し、運行継

続に向けた支援金を給付します。
① バス対策事業(125,300千円)(Ｐ14)

(４) 経済社会の変化に対応する新たな投資や事業再構築に取り組む市

内中小企業者等に対し、国の補助金の上乗せ等を行います。
① 中小企業支援事業（経済政策課）(100,000千円)(Ｐ13)

(５) 市内で事業を営む中小企業者等が省エネルギー設備に更新した場

合にかかる費用を補助します。
① 中小企業支援事業（産業展開推進課）(173,913千円)(Ｐ14)

２ コロナ禍における原油価格・物価高騰等への対策
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２ 補正予算の概要

（１）　総括表

（単位：千円）

補正前の額 補正額 合計

649,721,715 2,911,407 652,633,122

国 民 健 康 保 険 事 業 102,665,496 102,665,496

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 28,514,000 28,514,000

介 護 保 険 事 業 97,136,000 97,136,000

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 116,000 116,000

食肉中央卸 売市 場及 びと 畜場 事業 689,000 689,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,755,000 1,755,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 1,198,000 1,198,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 678,000 678,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 655,000 655,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 732,000 732,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 160,000 160,000

大門下野田 特定 土地 区画 整理 事業 115,000 115,000

公 債 管 理 89,327,000 89,327,000

計 323,740,496 323,740,496

企 水 道 事 業 49,128,582 49,128,582

業 病 院 事 業 30,963,802 30,963,802

会 下 水 道 事 業 50,578,104 50,578,104

計 計 130,670,488 130,670,488

1,104,132,699 2,911,407 1,107,044,106

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計
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（２）　一般会計補正予算の概要

（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 補正額 合計

1 市 税 276,932,003 276,932,003

2 地 方 譲 与 税 2,965,001 2,965,001

3 利 子 割 交 付 金 159,000 159,000

4 配 当 割 交 付 金 1,098,000 1,098,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 1,704,000 1,704,000

6 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 333,000 333,000

7 法 人 事 業 税 交 付 金 2,601,000 2,601,000

8 地 方 消 費 税 交 付 金 28,253,000 28,253,000

9 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 65,000 65,000

10 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 1

11 環 境 性 能 割 交 付 金 870,000 870,000

12 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,525,000 6,525,000

13 地 方 特 例 交 付 金 1,981,000 1,981,000

14 地 方 交 付 税 9,221,000 9,221,000

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 315,000 315,000

16 分 担 金 及 び 負 担 金 3,930,153 3,930,153

17 使 用 料 及 び 手 数 料 7,583,345 7,583,345

18 国 庫 支 出 金 137,912,934 2,903,752 140,816,686

19 県 支 出 金 32,900,712 32,900,712

20 財 産 収 入 1,280,078 1,280,078

21 寄 附 金 271,155 271,155

22 繰 入 金 21,250,110 7,655 21,257,765

23 繰 越 金 1 1

24 諸 収 入 51,088,722 51,088,722

25 市 債 60,482,500 60,482,500

649,721,715 2,911,407 652,633,122

款

歳  入  合  計
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（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 補正額 合計

1 議 会 費 1,671,816 1,671,816

2 総 務 費 53,406,452 53,406,452

3 民 生 費 233,326,911 2,173,217 235,500,128

4 衛 生 費 77,231,350 77,231,350

5 労 働 費 193,324 193,324

6 農 林 水 産 業 費 2,087,591 2,087,591

7 商 工 費 39,750,952 273,913 40,024,865

8 土 木 費 71,932,521 125,300 72,057,821

9 消 防 費 17,545,825 17,545,825

10 教 育 費 98,209,373 338,977 98,548,350

11 災 害 復 旧 費 5 5

12 公 債 費 54,165,595 54,165,595

13 予 備 費 200,000 200,000

649,721,715 2,911,407 652,633,122

款

歳　出　合　計
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（３）　各事業の概要
一般会計

№ 局　名 課 所 室 名 事 務 事 業 名 ページ

1 都市戦略本部 都市経営戦略部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

2 保健福祉局 生活福祉課 生活困窮者自立支援事業

3 保健福祉局 障害支援課 障害者支援事業

4 保健福祉局 障害支援課 自立支援給付等事業

5 保健福祉局 高齢福祉課 老人福祉執行管理事業

6 保健福祉局 介護保険課 老人福祉施設運営補助事業

7 子ども未来局 子育て支援政策課 子育て支援推進事業

8 子ども未来局 青少年育成課 放課後児童健全育成事業

9 子ども未来局 幼児政策課 幼稚園就園奨励事業

10 子ども未来局 幼児政策課 認可外保育施設運営事業

11 子ども未来局 保育課 公立保育所管理運営事業

12 子ども未来局 保育課 特定教育・保育施設等運営事業

13 子ども未来局 子ども家庭支援課 社会的養育推進事業

14 経済局 経済政策課 中小企業支援事業（経済政策課）

15 経済局 産業展開推進課 中小企業支援事業（産業展開推進課）

16 都市局 交通政策課 バス対策事業

17 教育委員会事務局 健康教育課 学校給食管理運営事業 15

13

14

7

11

12

8

9

10
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（一般会計） （単位：千円）

9

＜主な歳入＞

１　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

　[参考]

　　事業スケジュール

・令和4年9月　交付決定予定

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

-

＜主な事業＞

１　新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金 　[参考]

　　事業スケジュール

　新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮す １　新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支

る世帯に対し、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自     援金

立支援金を支給します。 ・令和4年度中　新型コロナウイルス感染症生活困

               窮者自立支援金を支給

２　住居確保給付金 ２　住居確保給付金

　離職等により、住居を喪失又はそのおそれがある方に ・令和4年度中　住居確保給付金を支給

対し、住居確保給付金を支給します。

・令和4年7月　実施計画の提出

2,760,143

一般財源

事務事業名 生活困窮者自立支援事業 補正額 150,162
局/部/課 保健福祉局/福祉部/生活福祉課

款/項/目 3款 民生費/1項 社会福祉費/2目 社会福祉費 予算書Ｐ. 国庫支出金 143,609

6,553

歳入名称 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 補正額 2,760,143
局/部/課 都市戦略本部/都市経営戦略部

款/項/目 18款 国庫支出金/2項 国庫補助金/2目 総務費国庫補助金 予算書Ｐ.

＜歳入の内容＞
　国の令和2年度補正予算において創設された「新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金」の受入れを行うため、補正を行うものです。

補正前予算額 1,140,611

補正前予算額 654,942＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、新型コロナウイルス感染
症生活困窮者自立支援金及び住居確保給付金の支給事業に要する経費について、
補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　生活困窮者の自立の促進を図るため、自立相談支援事業の実施、住居確保給付
金の支給その他の生活困窮者に対する自立の支援を行います。また、「貧困の連
鎖」を防止するため、生活困窮世帯の中学生等を対象とした総合的な学習支援を
実施します。

123,950

26,212

放課後児童健全育成事業 67,470

幼稚園就園奨励事業 191,792

認可外保育施設運営事業 70,509

109,810

自立支援給付等事業 153,634

老人福祉執行管理事業 560,805

老人福祉施設運営補助事業 407,695

子育て支援推進事業 1,260

事務事業名 交付金充当額

障害者支援事業

中小企業支援事業（産業展開推進課）

125,300バス対策事業

337,875学校給食管理運営事業

43,980

特定教育・保育施設等運営事業 411,400

社会的養育推進事業 4,700

100,000中小企業支援事業（経済政策課）

173,913

公立保育所管理運営事業

事務事業名 交付金充当額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　障害者施設への支援金給付事業 　[参考]

　原油価格・物価高騰の影響を受けている障害者施設に 　　事業スケジュール

対し、事業継続に向けた支援金を給付します（対象施設 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

：550施設）。 ・令和4年8月　支援金給付

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　就労継続支援Ｂ型工賃支援事業 　[参考]

　就労継続支援Ｂ型事業所で働く障害者の減少した工賃 　　事業スケジュール

分について、支援金を支給します。 １　就労継続支援Ｂ型工賃支援事業

・令和4年7月～　事業周知・申請受付

２　障害者施設の従事者等への検査 ２　障害者施設の従事者等への検査

　市内の障害者施設の従事者等を対象としたＰＣＲ検査 ・令和4年7月～　事業周知・検査実施

と抗原検査キットの配布を行います。 ・令和4年10月　 抗原検査キット配布

款/項/目 3款 民生費/2項 障害者福祉費/2目 障害者福祉費 予算書Ｐ. 国庫支出金 153,634

＜事業の目的・内容＞
　障害者総合支援法に基づく自立支援給付、児童福祉法に基づく障害児通所給付
等を実施することにより、障害者の日常生活における自立と社会参加を促進しま
す。
＜補正の目的・内容＞
　就労継続支援Ｂ型事業所利用者の減少工賃分を、引き続き補助するほか、新型
コロナウイルス感染症の早期発見・拡大防止を図るため、市内の障害者施設の従
事者等を対象としたＰＣＲ検査と抗原検査キットの配布に要する経費について、
補正を行うものです。

補正前予算額 34,743,753

8,724

144,910

障害者支援事業
局/部/課

国庫支出金 109,810款/項/目 3款 民生費/2項 障害者福祉費/2目 障害者福祉費 予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞
　福祉タクシー利用料金・自動車燃料費の助成、生活ホーム等への運営費補助な
ど、市独自の事業を主とする障害者施策を実施することにより、障害者の日常生
活における自立と社会参加を促進します。

事務事業名 自立支援給付等事業 補正額 153,634
局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害支援課

109,810

＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、原油価格・物価高騰の影
響を受けている障害者施設に対し、事業継続に向けた支援金を給付するための経
費について、補正を行うものです。

補正前予算額 401,579

事務事業名 補正額 109,810
保健福祉局/福祉部/障害支援課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　高齢者施設の従事者等への検査 　[参考]

　市内の高齢者施設の従事者等を対象としたＰＣＲ検査 　　事業スケジュール

と抗原検査キットの配布を行います。 ・令和4年7月～　事業周知・検査実施

・令和4年10月　 抗原検査キット配布

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　高齢者施設への支援金給付事業 　[参考]

　原油価格・物価高騰の影響を受けている高齢者施設に 　　事業スケジュール

対し、事業継続に向けた支援金を給付します（対象施設 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

：917施設）。 ・令和4年8月　支援金給付

407,695

＜事業の目的・内容＞
　軽費老人ホームを設置する社会福祉法人が、入所者から徴収すべき事務費の一
部を減額した額を補助します。また、高齢者施設等に対しオンラインによる感染
予防対策支援を実施します。
＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、原油価格・物価高騰の影
響を受けている高齢者施設に対し、事業継続に向けた支援金を給付するための経
費について、補正を行うものです。

補正前予算額 115,678

補正前予算額

事務事業名 老人福祉執行管理事業 補正額 560,805

＜補正の目的・内容＞
　市内の高齢者施設において、引き続き、新型コロナウイルス感染症の早期発見
・拡大防止を図るため、施設の従事者等を対象としたＰＣＲ検査と抗原検査キッ
トの配布に要する経費について、補正を行うものです。

保健福祉局/長寿応援部/高齢福祉課

局/部/課 保健福祉局/長寿応援部/介護保険課

款/項/目 3款 民生費/3項 老人福祉費/3目 老人福祉施設費 予算書Ｐ. 国庫支出金 407,695

事務事業名

418,994

560,805

老人福祉施設運営補助事業 補正額

局/部/課

407,695

款/項/目 3款 民生費/3項 老人福祉費/1目 老人福祉総務費 予算書Ｐ. 国庫支出金 560,805

＜事業の目的・内容＞
　高齢者福祉の諸事業を一体的に推進するために、さいたま市社会福祉審議会高
齢者福祉専門分科会の開催や高齢者福祉システムの運用など効率的な執行管理を
行います。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　単独型子育て支援センターへの支援金給付事業 　[参考]

　　事業スケジュール

　原油価格・物価高騰の影響を受けている単独型子育て ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

支援センターに対し、事業継続に向けた支援金を給付し ・令和4年8月　支援金給付

ます（対象施設：5施設）。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　民設放課後児童クラブへの支援金給付事業 　[参考]

　　事業スケジュール

　原油価格・物価高騰の影響を受けている民設放課後児 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

童クラブに対し、事業継続に向けた支援金を給付しま ・令和4年8月　支援金給付

す（対象施設：222施設）。

事務事業名 子育て支援推進事業 補正額 1,260
局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 予算書Ｐ. 国庫支出金 1,260

＜事業の目的・内容＞
　社会全体で子どもを育てていく意識や子どもの社会参画意識を醸成し、また、
親の子育ての負担感、不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進するため
に、各種子育て支援事業を実施します。
＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、原油価格・物価高騰の影
響を受けている単独型子育て支援センターに対し、事業継続に向けた支援金を給
付するための経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 202,042

67,470
局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 予算書Ｐ. 国庫支出金 67,470

1,260

67,470

＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、原油価格・物価高騰の影
響を受けている民設放課後児童クラブに対し、事業継続に向けた支援金を給付す
るための経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 3,830,786

＜事業の目的・内容＞
　労働等により保護者が昼間家庭にいない児童に対して、公設・民設の放課後児
童クラブにおいて放課後児童支援員の下、遊びや生活の場を提供することで、放
課後等における児童の健全育成を図るとともに、保護者の仕事と子育ての両立を
支援します。

事務事業名 放課後児童健全育成事業 補正額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　幼稚園等への支援金給付事業 　[参考]

　原油価格・物価高騰の影響を受けている幼稚園等に対 　　事業スケジュール

し、事業継続に向けた支援金を給付します（対象施設： １　幼稚園等への支援金給付事業

90施設）。 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

・令和4年8月　支援金給付

２　幼稚園等への給食費補助事業 ２　幼稚園等への給食費補助事業

　園児に対する栄養バランスや量を保った給食の提供を ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

確保するため、幼稚園等に対し、給食用食材の物価高騰 ・令和5年3月　補助金交付

分を支援します（対象施設：83施設）。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　認可外保育施設への支援金給付事業 　[参考]

　原油価格・物価高騰の影響を受けている認可外保育施 　　事業スケジュール

設に対し、事業継続に向けた支援金を給付します（対象 １　認可外保育施設への支援金給付事業

施設：154施設）。 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

・令和4年8月　給付開始

２　認可外保育施設への給食費補助事業 ２　認可外保育施設への給食費補助事業

　利用児童に対する栄養バランスや量を保った給食の提 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

供を確保するため、認可外保育施設に対し、給食用食材 ・令和5年3月　補助金交付

の物価高騰分を支援します（対象施設：133施設）。

121,650

事務事業名 幼稚園就園奨励事業 補正額 191,792
局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 国庫支出金 191,792

事務事業名 認可外保育施設運営事業 補正額 70,509

補正前予算額 1,208,514＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、認可外保育施設に対し、
事業継続に向けた支援金の給付や、給食用食材の物価高騰分を支援するための経
費について、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　待機児童解消を目的に、市が定める基準を満たす認可外保育施設として認定し
たナーサリールーム、家庭保育室に対し、安定した施設運営を支援するため、保
育の実施に係る経費等の支給を行います。また、各種補助事業等を通じて、認可
外保育施設における保育の質の確保・向上に向けた支援を行います。

＜事業の目的・内容＞
　幼稚園等への就園を奨励するため、各種補助制度を通じて子育て世帯の経済的
負担を軽減します。
　また、本市幼児教育の更なる振興を図るため、私立幼稚園協会等が行う園児確
保及び人材確保に係る取組を支援します。

＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、幼稚園等に対し、事業継
続に向けた支援金の給付や、給食用食材の物価高騰分を支援するための経費につ
いて、補正を行うものです。

補正前予算額 4,943,722

子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課

款/項/目 国庫支出金

70,142

41,370

29,139

3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 70,509

局/部/課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　賄材料費の支払 　[参考]

　公立保育所の賄材料費を支払います（対象施設：61施 　　事業スケジュール

設）。 　　・令和4年度中　賄材料費の支払

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　私立認可保育所等への支援金給付事業 　[参考]

　原油価格・物価高騰の影響を受けている私立認可保育 　　事業スケジュール

所等に対し、事業継続に向けた支援金を給付します（対 １　私立認可保育所等への支援金給付事業

象施設：446施設）。 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

・令和4年8月　支援金給付

２　私立認可保育所等への給食費補助事業 ２　私立認可保育所等への給食費補助事業

　利用児童に対する栄養バランスや量を保った給食の提 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

供を確保するため、私立認可保育所等に対し、給食用食 ・令和5年3月　補助金交付

材の物価高騰分を支援します（対象施設：435施設）。

補正前予算額 3,476,970

411,400国庫支出金

40,605,067補正前予算額

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課

43,980補正額

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課

237,595

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ.

43,980

411,400

国庫支出金 43,980

事務事業名 特定教育・保育施設等運営事業 補正額

3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ.

173,805

＜事業の目的・内容＞
　特定教育・保育施設（私立認可保育所、認定こども園等）及び特定地域型保育
事業（小規模保育事業等）の安定した運営及び入所児童の処遇向上を図るため、
保育の実施に係る経費の給付及び多様な保育ニーズに対応した各事業に係る経費
の補助を行います。

＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、私立認可保育所等に対
し、事業継続に向けた支援金の給付や、給食用食材の物価高騰分を支援するため
の経費について、補正を行うものです。

事務事業名

＜事業の目的・内容＞
　児童福祉法第24条及び子ども・子育て支援法第19条に基づき、保育を必要とす
る児童の保育を実施するとともに、公立保育所の安心・安全な環境を維持するた
め、適切な管理運営を行います。また、保育・子育て支援を主な目的とした複合
施設「のびのびプラザ大宮」の管理業務を行います。

＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、利用児童に対する栄養バ
ランスや量を保った給食の提供を確保するため、給食用食材の物価高騰分の経費
について、補正を行うものです。

公立保育所管理運営事業

款/項/目
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

11 18款

＜主な事業＞

１　児童養護施設等への支援金給付事業 　[参考]

　原油価格・物価高騰の影響を受けている児童養護施設 　　事業スケジュール

等に対し、事業継続に向けた支援金を給付します（対象 ・令和4年7月　事業周知・申請受付開始

施設：26施設）。 ・令和4年8月　支援金給付

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

13 18款

＜主な事業＞

１　生産性革命支援事業　　　　　　　　　　　 　[参考]

　　事業スケジュール

・令和4年7月～　交付申請受付

＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、新型コロナウイルス感染
症や原油価格・物価高騰等の影響により経営環境が悪化する中でも、新たな投資
や事業再構築に取り組む市内中小企業者等を支援するための経費について、補正
を行うものです。

補正前予算額

100,000

　国の補助金の獲得を目指す市内中小企業者等に対し、
事業計画の作成に要する経費の一部を補助します。
　また、国の補助金の交付を受けた市内中小企業者等に
対し、補助金を上乗せして交付します。

100,000

329,113

4,700

局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課

事務事業名 中小企業支援事業（経済政策課）

補正前予算額 328,041

款/項/目

補正額

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 予算書Ｐ. 国庫支出金 100,000

＜事業の目的・内容＞
　中小企業の経営基盤強化、販路開拓や創業支援のため、（公財）さいたま市産
業創造財団と連携し、相談対応、専門家派遣、セミナー等による総合的支援を実
施します。

4,700

3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 国庫支出金 4,700

＜事業の目的・内容＞
　埼玉県社会的養育推進計画に基づき、虐待等の理由により保護された児童を養
育し、社会的自立を支援します。また、配偶者のいない女子と監護すべき児童を
保護し、社会的自立を支援します。
＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、原油価格・物価高騰の影
響を受けている児童養護施設等に対し、事業継続に向けた支援金を給付するため
の経費について、補正を行うものです。

事務事業名 社会的養育推進事業 補正額

局/部/課 子ども未来局/子ども家庭総合センター/子ども家庭支援課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

13 18款

＜主な事業＞

１ 原油価格・物価高騰等対策（設備更新）補助金 　[参考]

　　事業スケジュール

・令和4年9月～　交付申請受付

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

13 18款

＜主な事業＞

１　公共交通運行継続支援金 　[参考]

　市内の路線バス事業者、タクシー事業者（法人及び個 　　事業スケジュール

人）に対し、運行継続に向けた支援金を給付します。 ・令和4年7月　受付開始

・令和4年8月　支援金給付

補正前予算額 389,358＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、新型コロナウイルス感染
症の影響に加え、原油価格等の高騰など厳しい事業環境にある市内の地域公共交
通事業者を支援するための経費について、補正を行うものです。

125,300

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 予算書Ｐ. 国庫支出金 125,300

＜事業の目的・内容＞
　交通空白地区・交通不便地区等の解消に向け、地域公共交通の導入及び運行改
善等について、市民・運行事業者・市の協働で検討します。また、広域的な交通
アクセスの強化のため、長距離バスターミナルの利便性向上等により、交通結節
機能の強化を図ります。

局/部/課 都市局/都市計画部/交通政策課

＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、原油価格・物価高騰への
対策に加え、将来的な企業体質強化への備えとして、固定費の低減に資する設備
に更新するための経費について、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　中小企業の経営基盤強化と成長発展のため、将来的な企業体質の強化を図る総
合的支援を実施します。

　市内で事業を営む中小企業者等に対し、省エネルギー
設備（照明器具、空調機器、厨房機器等）への更新に要
する経費の一部を補助します。

補正前予算額 ー

事務事業名 バス対策事業 補正額 125,300

173,913

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 予算書Ｐ. 国庫支出金 173,913

事務事業名 中小企業支援事業（産業展開推進課） 補正額 173,913
局/部/課 経済局/商工観光部/産業展開推進課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

13 18款

-

＜主な事業＞

１　学校給食用食材の物価高騰分に対する支援 　[参考]

　　事業スケジュール

　児童生徒に対する栄養バランスや量を保った学校給食 ・令和4年8月～令和5年3月　対象施設への支払

の提供を確保するため、学校給食用食材の物価高騰分を

支払います（対象施設：165施設）。

＜補正の目的・内容＞
　国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に伴い、児童生徒に対する栄養バ
ランスや量を保った学校給食の提供を確保するため、学校給食用食材の物価高騰
分の経費について、補正を行うものです。

一般財源 1,102

補正前予算額 4,601,863

338,977

事務事業名 学校給食管理運営事業 補正額 338,977

款/項/目 10款 教育費/7項 保健体育費/2目 学校保健費 予算書Ｐ. 国庫支出金 337,875

＜事業の目的・内容＞
　安全で衛生的な学校給食を提供するため、学校給食室の施設・設備の維持管理
を適正に行うとともに、各学校における運営面の充実を図ります。

局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/健康教育課
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この冊子は２６５部作成し、１部当たりの印刷経費は、６６円（概算）です。


